
 
 

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ７ 日 

物流審議官部門物流政策課 

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ７ 日 

物流政策の取組状況等について意見交換を行います 

～ 第７回「物流政策アドバイザリー会議」を開催 ～ 
 

 物流を取り巻く現状と課題を的確に把握し物流政策を推進するため、平成２６年３月より開催

している、学識経験者、物流事業関係者、荷主企業関係者等からなる「物流政策アドバイザリー

会議」の第７回を３月９日（水）に開催することになりましたので、お知らせ致します。 

昨年末の社会資本整備審議会・交通政策審議会答申「今後の物流政策の基本的な方向性等につ

いて」を受けて、関連法案の提出、予算案・税制改正案への反映等を行って参りましたが、物流

政策の取組状況等を同会議に報告し、意見交換を行います。 

物流は、産業競争力の強化や豊かな国民生活の実現を支える、経済社会にとって不可欠の構成要素
です。今後の物流施策の推進に際しては、物流を取り巻く現状と課題を的確に把握し、時代のニーズ
を汲み取っていく必要があります。 
 このため、国土交通省は、学識経験者、物流事業関係者、荷主企業関係者等からなる「物流政策ア
ドバイザリー会議」を設置し、物流を取り巻く現状と課題を的確に把握した上で物流政策の企画立案
に反映し、物流政策の推進に向けて取り組んでいます。 
第７回会議の詳細は以下のとおりです。 

記 

１．日時 

平成２８年３月９日（水）１０：３０～１２：００ 

２．場所 

中央合同庁舎第２号館１５階 海事局会議室 

３．議題（予定） 

（１）常任アドバイザー等からの説明 

① 日本産業の動向〈中期見通し〉（物流（陸運・海運））について（みずほ銀行産業調査部） 

（２）事務局からの説明 

① 社会資本整備審議会・交通政策審議会答申について 

② 物流総合効率化法の一部を改正する法律案について 

③ 平成２８年度予算案・税制改正案について 

④ 最近の施策の取組状況について 

（３）意見交換 

４．アドバイザー 

別紙のとおり 

５．その他 

・会議については、議題の「（１）常任アドバイザー等からの説明」終了まで傍聴・カメラ撮り可と 

します。（「（２）事務局からの説明」から傍聴・カメラ撮り不可。） 

・カメラ撮りを希望される方はあらかじめ、３月８日（火）正午までに、人数、氏名、所属、連絡 

先を下記の問い合わせ先までメールにてご連絡下さい。 

・当日１０：２５までに中央合同庁舎第２号館１５階海事局会議室にお集まり下さい。 

・議事概要については、国土交通省ホームページにて公表する予定です。 

【問い合わせ先】 

国土交通省 物流審議官部門 物流政策課 谷口、寺川、渡邊 

電 話：03-5253-8111（内線 53-322、53-323） 03-5253-8801（直通） ＦＡＸ：03-5253-1674 

E-mail：taniguchi-r2qq@mlit.go.jp, terakawa-n2xp@mlit.go.jp, watanabe-d2xd@mlit.go.jp 

 



 

物流政策アドバイザリー会議 常任アドバイザー名簿 

 

【顧問】杉山 武彦   一般財団法人運輸政策研究機構副会長・運輸政策研究所所長 

【座長】野尻 俊明   流通経済大学学長 

根本 敏則   一橋大学大学院教授 

伊藤 豊    一般社団法人国際フレイトフォワーダーズ協会会長 

       一般社団法人航空貨物運送協会会長 

       (日本通運株式会社代表取締役副社長) 

一柳 尚成   トヨタ自動車株式会社物流管理部長 

川手 康司  株式会社みずほ銀行産業調査部社会インフラチーム次長 

鈴木 一行   三菱商事株式会社新産業金融事業グループ物流本部長 

内田 明美子  株式会社湯浅コンサルティング 

村上 敏夫  一般社団法人日本物流団体連合会理事・事務局長 

橋爪 茂久  公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会専務理事 

 

（順不同・敬称略） 
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